
日本精神分析学会倫理規定 

第１章 倫理綱領 

第１条（使命の自覚） 

  日本精神分析学会正会員および名誉会員（以下 本学会員）は，その使命が精神分析理

論に基づいて，患者またはクライエントの精神的問題の解決あるいは精神的健康の増進を

援助すること，コンサルティの問題の解決を援助すること，あるいはスーパーバイジーを

訓練することであると自覚し，その使命の達成に努める。 

 

第２条（精神分析的業務） 

  精神分析的業務（以下 業務）とは，精神分析，精神分析的個人精神療法（医師による

場合の呼称），精神分析的個人心理療法（非医師による場合の呼称），精神分析的集団療法，

あるいは，精神分析的理論に基づいて行われる家族療法，遊戯療法、カップルセラピー、

親ガイダンス，精神保健コンサルテーション，スーパービジョン，Ａ－Ｔスプリットにお

ける管理医業務を指す。 

 

第３条（自己決定権と人権の尊重） 

  本学会員は，患者，クライエント，コンサルティまたはスーパーバイジーの自己決定権

と人権を尊重する。 

 

第４条（人間としての価値と尊厳の尊重） 

  本学会員は，自らの価値観や偏見に左右されることのないように努め，患者，クライエ

ント，コンサルティまたはスーパーバイジーの人間としての価値や尊厳を尊重する。 

 

第５条（誠実） 

  本学会員は，誠実かつ公正に業務を行うものとする。 

 

第６条（研鑽と健康維持） 

  本学会員は，業務に精通するため，専門知識の習得と技術の研鑽と健康維持に努めなけ

ればならない。 

 

第７条（認定制度に基づく研鑽） 

  本学会の認定を受けた本学会員は，別に定める認定制度に基づく研鑽を続けなければな

らない。 

 

 

 



第２章 専門性における規律 

第８条（開示） 

  本学会員は，患者，クライエント，コンサルティまたはスーパーバイジーの求めに応じ

て，自らの専門性に関して本学会員であること，職種（医師，臨床心理士等），および本学

会認定の有無について開示しなければならない。 

 

第９条（標榜と示唆） 

 本学会員は，保有していない資格や認定を標榜および示唆してはならない。 

 

第３章 業務の取り決めにおける規律 

第１０条（説明と合意） 

 本学会員は業務を開始するにあたり，患者，クライエント，コンサルティまたはスーパ

ーバイジーに対して，業務の目的，方法，料金などを説明して，合意を得る。 

 

第１１条（インフォームド・コンセント） 

 医師がインフォームド・コンセントに基づいて医療業務を行う場合には，診断名の告知，

予後を含む病気の説明，業務の効果と有害な随伴事象，および代替療法について情報提供

しなければならない。 

 

第 4章 守秘における規定 

第１２条（専門性および限界性の認識） 

 本学会員は，業務の専門性と限界性を十分に認識しておかねばならない。 

 

第１３条（他の専門家との連携） 

 本学会員は，必要であると判断した場合には，その旨を患者，クラエント，またはコン

サルティに十分説明した上で，関連する諸領域の専門家と的確に連携することが望ましい。 

 

第６章 専門的な関係における規律 

第１４条（専門的な関係） 

 本学会員が業務を行う際の，患者，クライエント，コンサルティまたはスーパーバイジ

ーとの関係は，使命の達成という目的のために限られた専門的な関係である。 

 

第１５条（専門的な関係以外の関係） 

 本学会員は，患者，クライエント，コンサルティまたはスーパーバイジーとの専門的な

関係と並行して，個人的、経済的，あるいは性的な関係を結ぶことは，いかなる形であれ

避けなければならない。 



 

第１６条（業務終結後の関係） 

 本学会員は，業務終結後も，過去の患者，クライエントまたはコンサルティまたはスー

パーバイジーと個人的、経済的，あるいは性的な関係を結ぶことについて慎重に判断しな

ければならない。 

 

第７章 症例・事例研究における規律 

第１７条（利益） 

 本学会員は，症例・事例検討およびその他の症例・事例研究を発表する際に，当該患者，

クライエント，コンサルティまたはスーパーバイジーの利益を守らなければならない。 

 

第１８条（匿名性） 

 本学会員は，症例・事例検討およびその他の症例・事例研究を発表する際に，当該患者，

クライエントまたはコンサルティの匿名性を守らなければならない。 

 

第１９条（資料の割愛） 

 本学会員は，当該患者，クライエントまたはコンサルティを同定することのできるよう

な資料を発表してはならず，それらの資料は原則として割愛すべきである。 

 

第２０条（資料割愛の例外） 

 本学会員は，ある資料が症例・事例の記述に必要かつ不可欠な場合は，抽象化または一

般化という処置を施した上でその資料を発表することができる。この場合の抽象化および

一般化は症例・事例の本質を歪曲しておらず，かつ個人の同定ができないものでなければ

ならない。 

 

第２１条（公表に際しての同意） 

 本学会員は，公表に際しては，当該患者，クライエントまたはコンサルティから同意を

得ることが望ましい。また，スーパーバイジーの症例・事例を用いる場合は，スーパーバ

イジーから同意を得なければならない。 

 

第８章 実証研究における規律 

第２２条（ヘルシンキ宣言の遵守） 

 本学会員は，業務を行った患者，クライエントまたはコンサルティを対象とする実証研

究を行う際には，ヘルシンキ宣言の最新版（2010 年 7 月現在，Edinburgh，UK 版）を十

分理解した上で，遵守しなければならない。 

 



第２３条（研究協力への同意） 

 本学会員は，業務を行った患者，クライエントまたはコンサルティを実証研究の対象（以

下 実証研究対象者）とする際には，文書にて研究計画を説明し，実証研究対象者から書

面にて研究協力の同意を得なくてはならない。 

 

第２４条（実証研究説明書の内容） 

 研究計画を説明する説明書（以下 実証研究説明書）には，以下の内容が明示されなけ

ればならない。 

１．研究の目的と意義 

２．研究に協力する際に必要となる条件や費用 

３．研究の内容 

４．研究に協力することによって生じ得る成果および副作用と苦痛 

５．研究に協力するかどうかは，実証研究対象者の自由意思であること 

６．研究協力をいつ中止してもよいこと 

７．中止によって，何ら不利益は被らないこと 

 

第９章 有害行為における規律 

第２５条（有害行為） 

 本学会員は，業務への信頼を損ねたり，他の本学会員に不都合を生じさせたりする恐れ

のある有害行為を慎まなければならない。 

 

第２６条（有害行為に関する報告） 

１．本学会員は，自らの有害行為のために訴訟や行政処分を受けた時には、別に定める日

本精神分析学会倫理審査運用内規（以下倫理審査運用内規）に基づき、報告しなければな

らない。 

２．本学会員は，他の学会員がその会員の行った有害行為のために訴訟や行政処分を受け

たことを知った時には、別に定める倫理審査運用内規に基づき、報告することが望ましい。 

 

第１０章 倫理審査における規律 

第２７条（倫理審査委員会の設置） 

 本学会は、運営委員会とは独立した決定権を持つ組織として倫理審査委員会を設置する。 

 

第２８条（倫理審査委員会の選出と運営） 

 倫理審査委員会の選出および運営は、倫理審査運用内規に基づいて行われる。 

 

 



第２９条（苦情の申立） 

 本学会員の行う業務に対して，その業務の対象である患者，クライエント，コンサルテ

ィまたはスーパーバイジー（以下 業務対象者），あるいは他の本学会員，ならびに業務対

象者の２親等以内の親族、配偶者は日本精神分析学会倫理審査委員会（以下倫理審査委員

会）に苦情を申し出ることができる。 

 

第３０条（苦情への対応） 

 倫理審査委員会委員長は，苦情の申立に対して，倫理審査運用内規に基づいてすみやか

に対応しなければならない。 

 

第１１章 相談における規律 

第３１条（倫理問題相談委員会の設置） 

 本学会は、運営委員会とは独立性をもって活動する組織として倫理問題相談委員会を設

置する。 

 

第３２条（倫理問題相談委員会の選出と運営） 

 倫理問題相談委員会の選出と運営は、倫理問題相談運用内規に基づいて行われる。 

 

第３３条（相談の依頼） 

 本学会員は，自らの行う業務の倫理に関する相談を，倫理問題相談委員会に依頼するこ

とができる。 

 

第３４条（相談への対応） 

 別に定める倫理問題相談運用内規の規定により選ばれた倫理問題相談委員会委員長は，

本学会員からの相談に対して、倫理問題相談運用内規に基づいてすみやかに対応しなけれ

ばならない。 

 

第１２章 倫理規定の改廃 

第３５条 

  日本精神分析学会倫理規定の変更もしくは廃止は，日本精神分析学会運営委員会の審議

を経て総会に提出され，総会の出席者の３分の２以上の賛成を得なければならない。 

 

 

附則 

  この規定は，平成 25年 11月 17日より施行する。 

 


